
川越市一般競争入札公告  川越市公告契約第３０６号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき、次のとおり一般競争入札を公告する。 

令和８年１０月１日 

                               川越市長  森 田 初 恵 

                                   （公 印 省 略）  

第１ 公告事項（個別） 

１ 入札対象案件 

⑴ 件名 

学習者用コンピュータにおけるフィルタリングライセンスの使用料 

 ⑵ 納入場所 

   川越市元町１丁目３番地１ 

⑶ 納期 

    令和８年１１月３０日まで 

⑷ 担当課 

川越市学校教育部教育指導課 

２ 入札に参加できる者の形態  

単体企業とする。 

３ 入札参加資格 

公告事項（共通・物品等）に定めるほか、本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き

次の要件をすべて満たすこと。 

⑴ 川越市競争入札参加者の資格等に関する規程（平成６年告示第３５１号）に基づく令和７・８年度

川越市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に次の区分で登載されている者であ

ること。 

ア 申請区分 物品の販売 

イ 大分類  OA機器・用品 

４ 落札者の決定方法  

価格競争により落札者を決定する。 

５ 予定価格 

非公表とする。 

６ 最低制限価格 

設定しない。 

７ 発注図書等 

電子入札システムのうち入札情報公開システムにより掲載する。なお、発注図書等は、入札情報公開シ

ステムからダウンロードすることにより配布するものとする。 

８ 発注図書に関する質問・回答 

発注図書に関しての質問回答は、次のとおり行うものとする。 

⑴ 質問受付 

発注図書に関して質問がある場合は、入札情報公開システムに添付している質問・回答書（.docx）

を使用し、電子入札システムにより提出すること。  

電子入札システムによる質問の題名、説明要求内容及び添付資料には、特定の企業名や個人名を記

入しないこと。 



質問・回答書の形式が異なる場合や、企業名や個人名が特定される場合は、質問を受付けない。 

⑵ 受付期間 

令和８年１０月１日（木）午前８時４５分から  

令和８年１０月６日（火）午後１時００分まで  

⑶ 回答日時  

令和８年１０月９日（金）午後３時００分  

質問に対する回答は、上に示す日時までに電子入札システム上で掲示する。 

入札参加者は、質問の提出の有無にかかわらず、電子入札システムに掲載する質問に対する回答の

全ての内容を必ず確認した上で、入札に参加すること。  

また、入札参加者から質問がない場合でも「質問に対する回答」を利用して発注者から入札参加者

へお知らせを掲示することがある。 

９ 競争参加資格確認申請書の提出  

入札参加を希望する者は、次に示す期間内に電子入札システムの競争入札参加資格確認申請書を提出す

ること。ただし、資格審査は開札後に行うため、添付書類の提出は不要である。 

令和８年１０月１日（木）午前８時４５分から  

令和８年１０月１３日（火）午後４時３０分まで 

10 入札書の提出  

次に示す期間内に電子入札システムの入札書を提出すること。 

令和８年１０月１４日（水）午前８時４５分から 

令和８年１０月１５日（木）午後１時００分まで 

 11 入札金額内訳書の提出 

   不要とする。 

12 開札日時 

令和８年１０月１６日（金）午前１０時００分  

13 入札回数 

再度入札を含め、３回までとする。 

14 落札候補者決定の通知の方法 

落札候補者の決定は、保留通知書により通知するものとする。 

15 入札参加資格等確認資料の提出 

落札候補者とされた者については、次の⑵の書類を⑶の電子申請又は持参により川越市総務部契約課に

提出しなければならない。 

⑴ 提出期限 

令和８年１０月１９日（月）午後４時３０分まで 

⑵ 提出書類 

ア 一般競争入札参加資格等確認申請書 

イ 資本関係・人的関係調書 

ウ 市税の納付に係る誓約書兼同意書（川越市指定様式。本市より市税として課されている税がなく

ても提出すること。なお、本書が提出できない場合は、本市市税の納税証明等申請書兼証明書（川

越市指定様式で本入札の開札日以降に本市が証明したもの。（写し可））を提出すること。） 

   ⑶ 電子申請フォームアドレス 

https://logoform.jp/form/6bSV/1185476 

16 契約の締結の方法 



本案件は、電子契約（川越市電子契約実施要綱第２条第３号の規定による電子契約をいう。以下同じ。）

により、契約を締結することができるものとする。 

なお、落札者として決定された者が電子契約を希望する場合は、入札参加資格等確認資料の提出時に

「電子契約希望届兼メールアドレス届出書」を提出すること。 

17 入札保証金 

免除とする。 

18 契約保証金 

免除とする。 

19 支払条件 

納品後の支払いとする。 

20 特記事項 

  詳細は発注図書によるものとする。 

21 仮契約の締結 

公告事項（共通・物品等）６の仮契約の締結を行わない。 

22 問い合わせ先 

公告の内容   川越市総務部契約課 

発注図書の内容 川越市学校教育部教育指導課 



第２ 公告事項（共通・物品等）  

１ 入札執行手続  

この公告による入札は電子入札システムにより行う。  

２ 入札執行方法  

事後審査型入札（入札に参加する者に必要な資格の審査を入札執行後に行う方式）により行う。 

３ 入札参加資格  

特に記述のある場合を除き、本入札の公告日から落札決定までの期間において、引き続き名簿に

登載され次の要件を満たすこと。  

⑴ 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

⑵ 川越市契約規則（昭和４９年規則第２１号。以下「契約規則」という。）第２条の規定によ

り、市の一般競争入札に参加することができない者でないこと。 

⑶ 川越市建設工事等の契約に係る入札参加停止等の措置要綱に基づく入札参加停止措置を受

けていない者であること。 

⑷ 川越市建設工事等暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けていない者である

こと。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立てがなされている

者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申し立てがなされている

者でないこと。ただし、手続き開始決定を受けている者を除く。 

⑺ 入札対象案件ごとにおいて、当該案件の他の入札参加（希望）者との間に、次に示す関係が

ないこと。 

ア 資本関係 

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）

第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２

条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の

会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 

(ア) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関

係にある場合 

(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、（ア）については、会社の一方が更生会社

等である場合を除く。 

(ア) 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を兼ねている場合 

(イ) 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６

４条第２項の規定により選任された管財人を兼ねている場合 

ウ 組合関係 

次に該当する２者の場合。 

中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条に規定する中小企業等協同組

合（以下「組合」という。）と当該組合の組合員の関係にある場合 

エ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

ア、イ及びウと同視し得る特定関係があると認められる場合 

⑻ 本入札に参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書の提出までに、電子入札システムで



利用可能な電子証明書を取得し、電子入札システムの利用者登録が完了していること。 

４ 契約条項等 

この公告に定めるもののほか、本入札及び契約に関する手続きについては、施行令、契約規則、

川越市電子入札運用基準、川越市建設工事請負等一般競争入札（事後審査型）実施要領、川越市競

争入札等参加者心得、入札参加資格者の遵守事項等の定めるところとする。法令等については、川越

市総務部契約課（本庁舎３階）又は川越市ホームページ等で閲覧することができる。 

５ 入札参加資格の有無の確認 

川越市建設工事請負等一般競争入札（事後審査型）実施要領に基づき入札執行後に確認する。 

なお、電子入札システムの性質上、入札書提出期間前に競争参加資格確認通知書を発行するが、

落札候補者については、上述のとおり事後審査を実施することに留意すること。 

６ 契約の時期 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第２３号）に

定めるところにより、市議会の議決に付さなければならない契約については、入札後仮契約を締結

し、市議会の議決後にこれを本契約とする。なお、議会で否決された場合、仮契約は無効となり契

約は成立しない。また、このことで仮契約の相手方に損害が生じても、川越市は一切の責任を負わ

ない。 

７ 異議の申立 

入札を行った者は、入札後は契約規則、川越市電子入札運用基準、川越市建設工事請負等一般競

争入札（事後審査型）実施要領、発注図書、現場等についての不明を理由として異議を申し立てる

ことができない。 

８ その他 

⑴ 本入札の公告日から落札決定までの期間において、名簿に登載されている業種及び所在地が、

公告事項（個別）の入札参加資格において要件とした事項に該当しない者が行った入札は、入

札参加資格の審査を行わず無効とする。 

⑵ 提出された書類は返却しない。 

⑶ 契約規則第１２条に該当する入札は、無効とする。 

⑷ 入札書に記載する金額は、消費税及び地方消費税の課税業者及び免税業者を問わず、見積も

った金額の１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 

⑸ 入札に際して、談合等公正な入札の執行を妨げる行為に関する情報が寄せられた場合等は、

川越市談合情報対応要領による所定の手続等を入札参加資格として付加することがある。 

 


